
KDDIのアプローチ 2015年度活動ハイライト

今後の課題

社会課題の認識

地球温暖化に対して、温室効果ガス排出の削減による温暖化緩和策に
加え、地球環境への影響に応じた自然や人間社会のあり方の調整とい
った、温暖化に対する適応が問われています。企業活動においても、緩
和と適応、これらを同時に取り込んでいくことが必要です。

KDDIのリスクと機会

KDDIは、地球温暖化をはじめとする気候変動や大規模自然災害をリ
スクと認識し、そのリスクに対する緩和および適応を機会ととらえてい
ます。地球温暖化は自然災害リスクを増加し、その結果、通信設備の故
障や破損、通信の切断を引き起こす可能性が増大、安定した情報通信
サービスの提供に支障をきたします。一方、より環境負荷の低い機器
の使用や、お客さまの移動を少なくするサービスやソリューションの開
発等のICTサービスをご提供できる機会ととらえています。また、ICT
サービスは社会に欠くことのできないライフラインとして、災害時の
貴重なコミュニケーション手段となります。そのため、常に品質の高い
情報通信サービスを24時間365日提供できるよう努めています。

KDDIのマネジメント

KDDIには、「KDDI環境憲章」をもとにする中期環境保全計画「KDDI 
GREEN PLAN 2012-2016」と、中期環境保全計画をもとにした

「KDDI 生物多様性保全の行動指針」があります。「KDDI GREEN 
PLAN 2012-2016」は1項目を除き目標達成ラインで進捗しています

（2016年3月末時点）。

方針

重要課題（環境）　

地球環境保全への取り組み

2016年度目標 2015年度実績

電力消費量（省エネ対策を講じない場合との比較） 30％抑制 目標達成ペー
スで進捗中

加入者あたりの電力消費量（2011年度比） 15％削減 33.4％削減

トライブリッド基地局設置数 100局
（2012年度目標）

2013年3月末
に達成済

撤去通信設備のゼロエミッション徹底
（※最終処分率１％以下をゼロエミッションと定義しています。）

最終処分率
１％以下

最終処分率
0.8％

使用済み携帯電話のマテリアルリサイクル率 99.8％以上 99.8％
自社ビルおよび本社ビルを対象とした
一般廃棄物のマテリアルリサイクル率 90％以上 85.7％

KDDI 環境憲章
Page_72

KDDI生物多様性
保全の行動指針

Page_72

サプライチェーンに関わる温室効果ガス排出量を示す「スコープ3」につい
て、2012、2013、2014、2015年度の排出量を算定、公表しました。

・ サプライチェーンに対する環境負荷低減の取り組み
・ 環境に配慮した環境技術の海外移転

スコープ3　2015年度温室効果ガス排出量検証報告書
Page_92

スコープ1、2　2014年度温室効果ガス排出量
保証声明書
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CSRに関する
情報開示 社長メッセージ KDDIのCSR ステークホルダー

エンゲージメント
4つの

CSR重要課題 社外からの評価 ガバナンス 社会 環境 第三者意見

主要指標（KPI）
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CSRに関する
情報開示 社長メッセージ KDDIのCSR ステークホルダー

エンゲージメント
4つの

CSR重要課題 社外からの評価 ガバナンス 社会 環境 第三者意見

環境マネジメント

KDDI環境憲章

「KDDI環境憲章」は、最上位概念である「基本理念（地球環境問題に対する
考え方）」と、具体的な取り組みを方向づけるための「行動指針」から構成さ
れています。

基本理念
KDDIグループは、かけがえのない地球を次の世代に引き継ぐことができ
るよう、地球環境保護を推進することがグローバル企業としての重要な責
務であるととらえ、環境に配慮した積極的な取り組みを、会社全体で続けて
いきます。

行動指針
1.  当社の事業活動が地球環境に及ぼす影響を定量的に評価し、環境保全

活動の効果的な仕組み作りと継続的な改善に努めます。具体的には、以
下の通りとします。
(1)  省エネルギー、省資源、廃棄物削減等の環境問題を継続的に改善

するために必要な環境マネジメントシステムの構築と運営
(2) 環境関連法規、条例等の規制、および要求事項の遵守

特に、地球温暖化防止の観点から電力消費量の削減に向けた施策
の推進

(3) 社内外への適切な情報の開示によるコミュニケーションの促進
2.  次世代IT技術を活かした環境負荷低減型サービスの開発・提供に努め

ます。
3.  携帯電話端末等の大量消費を伴う事業活動で生じる環境負荷を低減さ

せるための施策を進め、循環型社会の構築に貢献します。
4.  機器および物品の調達にあたり、環境配慮製品の調達を推進します。
5.  環境に調和した豊かな社会に向け、企業市民として社会・地域における

保全活動に貢献します。

■ 役員メッセージ

昨年パリで開催されましたCOP21において、2020年以降の新たな
温暖化対策の国際的枠組み「パリ協定」が採択されました。「パリ協定」
では、世界共通目標として「平均気温上昇を2度未満に抑える」ことが
掲げられ、これを受け、環境省からは「パリ協定を踏まえた地球温暖化
対策の取り組み方針」が発表されました。KDDIは、この方針にもとづ
き、基地局設備をはじめとする通信設備の省エネ化などを進め、さら
なる自社の消費電力量の削減に努めるとともに、ICTサービスの提供
により、お客さまや社会の電力等のエネルギー消費を抑え、温室効果
ガス排出の削減に貢献してまいります。
また、2016年度は、第3期中期環境保全計
画の最終年度を迎えます。目標達成に向け
て活動を推進していくとともに、2017年度
からの次期環境保全計画の策定と公表に
取り組みます。KDDIは、お客さま・お取引
先さま・従業員と取り組むさまざまな環境
保全活動の推進を通じ、社会的責任を果た
してまいります。

KDDI 生物多様性保全の行動指針

2012年度にスタートした第3期中期環境保全計画にもとづき、生物多様性
保全への貢献を多角的にとらえるために「KDDI生物多様性保全の行動指
針」を策定しました。この指針にもとづき、さまざまな機会を接点にして活動
を推進しています。

事業活動における保全の実践
事業計画策定時に、関係する生態系や地域社会に及ぼす影響などに配慮し
ます。
関係組織との連携・協力
行政、NPO等との連携、協力を深め、ICTを駆使した社会貢献活動に取り組
みます。
資源循環を推進
生物資源の枯渇防止や、自然環境悪化の抑制のため、資源循環に継続的・
積極的に取り組みます。

方針 方針

CSR・環境担当役員
総務・人事本部長　

土橋　明
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CSRに関する
情報開示 社長メッセージ KDDIのCSR ステークホルダー

エンゲージメント
4つの

CSR重要課題 社外からの評価 ガバナンス 社会 環境 第三者意見

環境マネジメント

環境マネジメント体制

■ KDDIの環境マネジメント体制
KDDIグループは、「KDDI環境部会」を中心にして環境マネジメントシステ
ムを構築しています。各本部・総支社・グループ会社・関連団体から選任さ
れた委員で構成された同部会によって、効率的な環境保全活動を推進して
います。

KDDIグループ環境マネジメント体制

る基本方針」が要求する基準へのKDDIの対応状況に関する情報を提供し
ます。

■ エコICTマークの取得
KDDIは、「ICT分野におけるエコロジーガイドライン協議会」(注)が定めるエ
コICTマークを取得し、環境配慮および環境負荷低減への取り組みの向上
に努めています。

注　 ICT機器およびデータセンターを調達する際に参照すべき省エネ指標の制定などを目的
とした協議会。社団法人電気通信事業者協会、社団法人テレコムサービス協会、社団法人
日本インターネットプロバイダー協会、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会、特
定非営利活動法人ASP・SaaS・クラウドコンソーシアムで構成される

従業員への環境啓発

KDDIは、自社が行う環境への取り組みを深く理解してもらうため、全従業
員を対象に、毎年、定期的にeラーニングを実施しています。2015年度は、
6月の環境月間に、地球温暖化とスコープ3についてのeラーニングを実施
し、12,677名が受講（受講率93.2％）しました。

本システムは国際規格「ISO14001」の認証を取得しています。
2016年3月末現在、KDDIおよび国内連結子会社計83社のうち20社（24
％）、海外1社、ならびに関連4団体で認証取得しています。

■ 内部環境監査
KDDIは、内部環境監査を年1回実施しています。2015年度は、57部門、
84拠点を対象に、チェックシートによる各部門セルフチェックと、内部環境
監査員の対面監査による二重のチェック体制で、環境関連法などの遵守状
況を監査しました。機能の検証としては、環境活動の組織的かつ継続的改
善システムが対象となっています。
2015年度における環境関連法の違反はありませんでした。

■ PCBの適切な処理
KDDIは、過去に使用した高濃度PCBを含むトランス、コンデンサなどにつ
いて、廃棄処理を推進しています。2015年度は処分業者の受け入れ態勢
が整わなかったため、廃棄処理はできませんでした。今後、処分業者の受け
入れ態勢が整いしだい、残っている高濃度PCB含有機器の廃棄を行い、併
せて低濃度PCBを含む機器等の廃棄処理を行う予定です。

■ グリーン購入法への対応
「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」(2000年制定。以下
「グリーン購入法」と呼称します) および「環境物品等の調達の推進に関す

体制

グリーン購入法　対応状況

グリーン購入法　機種別対応状況

製品ラインナップ

KDDIグループのISO14001認証取得状況
2016年3月末現在:KDDI株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、株式会社KDDIエボルバ、株式会社KDDIエボルバ沖縄、株式会社KDDI研究所、株式会社
KDDI総研、株式会社KDDIテクノロジー、KDDIエンジニアリング株式会社、国際ケーブル・シップ株式会社、株式会社mediba、日本通信エンジニアリングサー
ビス株式会社、財団法人KDDIグループ共済会、KDDI健康保険組合、KDDI企業年金基金、株式会社KDDIウェブコミュニケーションズ、株式会社KDDIチャレン
ジド、公益財団法人KDDI財団、テレハウス・ヨーロッパ(英国)、中部テレコミュニケーション株式会社、株式会社ウェブマネー、KDDIまとめてオフィス株式会社、
KDDIまとめてオフィス東日本株式会社、KDDIまとめてオフィス中部株式会社、KDDIまとめてオフィス関西株式会社、KDDIまとめてオフィス西日本株式会社

浸透

代表取締役社長

部門統括責任者 本部・事務所・総支社・グループ会社内

CSR委員会

環境責任者

経営会議

部門環境管理責任者
部門環境管理委員会

環境部会 人権部会

内部環境監査員

社員など

http://media3.kddi.com/extlib/files/corporate/csr/activity/kankyo/green/pdf/jokyo.pdf
http://media3.kddi.com/extlib/files/corporate/csr/activity/kankyo/green/pdf/kishu.pdf
http://www.au.kddi.com/mobile/product/


第3期中期環境保全計画 「KDDI GREEN PLAN 2012-2016」
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評価項目 実施の有無・取り組みの内容

環境自主行動計画の作成等

1 CO2排出削減を目的とした各種取り組みを記載した環境自主行動計画を策定・運用しているか。

「KDDI環境憲章」にもとづき中期環境保全計画を策定、運用している。

2 環境自主行動計画に、CO2排出削減を目的とした各種数値目標を記載した具体的な取り組みを盛
り込んでいるか。

第3期中期環境保全計画（KDDI GREEN PLAN 2012-2016）で、以下の数値目標を定めている。
2016年度の電力消費量を省エネ対策を講じない場合より30％抑制する。
2016年度の加入者あたりの電力消費量を2011年度比15%削減する。
2012年度末までにトライブリッド基地局を100局に拡大する。（目標達成）
撤去通信設備のゼロエミッション徹底（※最終処分率1％以下をゼロエミッションと定義）
使用済み携帯電話のマテリアルリサイクル率99.8％以上
自社ビルおよび本社ビルを対象とした一般廃棄物のマテリアルリサイクル率90％以上

3 環境自主行動計画を社内外に公表するとともに、従業員への周知・啓発活動を行い、環境意識向上
に努めているか。

中期環境保全計画は統合レポート（ESG版） や企業ホームページにて社内外に公表している。
社員への啓発はeラーニングや社内講演会などを随時実施している。
統合レポート（ESG）版

4 環境自主行動計画に記載した各種取り組みの実施状況・達成状況を一般に公開しているか。

統合レポート（ESG版）や企業ホームページにて、中期環境保全計画達成に向けたトレンド目標の達
成状況を公開している。

重要課題 地球環境保全への取り組み
Page_71

CSRに関する
情報開示 社長メッセージ KDDIのCSR ステークホルダー

エンゲージメント
4つの

CSR重要課題 社外からの評価 ガバナンス 社会 環境 第三者意見

環境マネジメント

活動・実績

電気通信事業者によるCO2排出削減の取り組み自己評価チェックリスト

KDDI環境憲章
Page_72

従業員への環境啓発
Page_73
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CSRに関する
情報開示 社長メッセージ KDDIのCSR ステークホルダー

エンゲージメント
4つの

CSR重要課題 社外からの評価 ガバナンス 社会 環境 第三者意見

環境マネジメント
評価項目 実施の有無・取り組みの内容

調達に関する取り組み

5 ICT機器、データセンターについて、省エネを勘案した調達基準を作成し、それに沿った調達を行っ
ているか。

「KDDIグリーン調達ガイドライン」に沿った調達を行っている。

6 オフィスで利用する事務機器、物品、物流について、グリーン購入など省エネに配慮した調達を行っ
ているか。

「KDDI CSR調達方針」に則り、グリーン購入を推進している。

推進体制
7 CO2排出削減の取り組みについて、担当部署もしくは担当者を設けているか。 社内組織にCSR・環境推進室を設置。

8 環境自主行動計画に掲げた目標等の実施状況・達成状況について、適切に把握するとともに内部監
査等を行う体制をとっているか。

環境ISOのマネジメントシステムにて、実施状況・達成状況の把握、内部監査によるチェック・改善を
行っている。

その他の環境対策の取り組み

9 省エネの取り組み以外に環境に配慮した取り組みを行っているか。

3R推進も重要な課題とし、以下について積極的に取り組んでいる。
通信設備のリサイクル推進、再資源化率向上。
使用済み携帯電話リサイクル推進、再資源化率向上。
Green by ICT による紙資源の削減。（WEB de 請求書、KDDIペーパーレスFAXサービス、au
携帯電話の取扱説明書スリム化や個装箱小型化など）
オフィス廃棄物の削減、再資源化率向上。

また、スコープ3やLCAの取り組みを通じたサプライチェーンへの対応や生物多様性への対応など
にも取り組んでいる。

10 地域社会と連携した環境保全の活動を行っているか。

従業員やお客さまとともに全国で環境保全活動を実施。

グリーン調達の推進
Page_82

サプライチェーンマネジメント
Page_66

低炭素社会
Page_83

循環型社会
Page_86

生物多様性
Page_88

従業員の環境保全活動
Page_88
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第3期中期環境保全計画　 
「KDDI GREEN PLAN 2012-2016」

KDDIは2012年度からの環境保全5ヵ年計画として、第3期中期環境保全
計画「KDDI GREEN PLAN 2012-2016」を策定しました。本計画は「低炭
素社会」「循環型社会」「生物多様性」の3つを重点課題とし、それぞれに具体
的目標を定めています。これらの実現に向けた3Gアクション「ICTのGreen

（Green of  ICT）」「ICTで
Green（Green by ICT）」「お
客さま・社員とGreen（Green 
Road Project）」を推進するこ
とで、一層の地球環境保全に貢
献していきます。

CSRに関する
情報開示 社長メッセージ KDDIのCSR ステークホルダー

エンゲージメント
4つの

CSR重要課題 社外からの評価 ガバナンス 社会 環境 第三者意見

環境マネジメント
重点課題の具体的目標

重点課題 目標
低炭素社会 （1）  2016年度の電力消費量を、省エネ対策を講じない場

合より30％抑制
（2）  2016年度の加入者あたりの電力消費量を、2011年

度比15％削減
（3）  2012年度末までにトライブリッド基地局を100局に拡大

循環型社会 （1）  撤去通信設備のゼロエミッション徹底 (注)

（2）  使用済み携帯電話のマテリアルリサイクル率99.8％以上
（3）  自社ビルおよび本社ビルを対象とした一般廃棄物のマ

テリアルリサイクル率90％以上

生物多様性 （1） 生物多様性保全の行動指針にもとづいた活動推進

注　最終処分率1％以下をゼロエミッションと定義

第3期中期環境保全計画の進捗

2012年度に策定した第3期中期環境保全計画は、最終年度の2016年度
に向けて、具体的目標を推進しています。2016年3月末時点では、「自社ビ
ルおよび本社ビルを対象とした一般廃棄物のマテリアルリサイクル率90
％以上」の目標を除き、2013年3月末にすでに目標を達成したトライブリッ
ド基地局の100局拡大を含め、目標達成ペースで進捗しています。一般廃
棄物のマテリアルリサイクルについては、処理委託先の設備スペックなど
処理エリアに依存する事情もあり、目標値の達成が厳しい状況となってい 
ます。

3Gアクション 対応課題 取り組み例

ICTのGreen
低炭素社会 基地局における消費電力低減と災害対策

の取り組み
循環型社会 通信設備のリユース・リサイクル

ICTでGreen
低炭素社会 M2M/IoTを活用した環境モニタリング
生物多様性 絶滅危惧種「野生のカワイルカ」の生態調査

お客さま・社員
とGreen

循環型社会 携帯電話リサイクルの推進
生物多様性 従業員の環境保全活動

方針

活動・実績
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環境会計

2015年度の環境会計の特徴は、(1)集計範囲を拡大し、国内連結子会社1社（国際ケーブル・シップ株式会社)、海外連結子会社5社（TELEHOUSE Beijing 
Co., Ltd.、TELEHOUSE Shanghai Co., Ltd.、KDDI Korea Corporation、 KDDI Singapore Pte Ltd.、TELEHOUSE International Corp. of 
Vietnam）を加えたこと、(2)電力消費量（MWh）と、温暖化ガス排出量（t-CO2）が前年度比増となったことの2つです。

集計範囲： KDDIおよび主な連結子会社30社（注1）

対象期間： 2015年4月1日～2016年3月31日

活動・実績

環境保全コスト 取引事例
2014年度
（百万円）

2015年度
（百万円）

対前年度増減額
（百万円）

投資 費用 投資 費用 投資 費用

事業エリア内コスト

公害防止コスト 法律で定める公害防止コスト、PCB適正処理
コストなど 0 10 0 43 0 33

地 球 環 境 保 全
コスト

携帯電話基地局向け省電力型無線装置
（投資額は、省電力効果をもとに按分算定） 6,602 22,176 9,512 23,202 2,909 1,027

資源循環コスト 紙資源の削減、廃棄物の処理・処分 0 282 0 560 0 278
上・下流コスト 商品・製品回収、リサイクル、リユース 0 1,186 0 1,281 0 95
管理活動コスト 環境ISO運用・更新、環境情報開示 0 78 0 134 0 56

研究開発コスト 環境負荷低減に資する技術、設備、端末、商
品、サービスなどの研究開発 0 143 0 340 0 197

社会活動コスト 森林保全活動、環境保全団体への寄付・支援 0 44 0 56 0 12
環境損傷対応コスト アスベスト含有調査 0 0 0 0 0 0
合計 6,602 23,919 9,512 25,616 2,909 1,696
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注1　 株式会社KDDIウェブコミュニケーションズ、株式会社mediba、株式会社KDDI研究所、株式会社KDDI総研、KDDIエンジニアリング株式会社、株式会社KDDIエボルバ沖縄、株式会社
KDDIチャレンジド、株式会社KDDIテクノロジー、 株式会社ウェブマネー、KDDIまとめてオフィス株式会社、KDDIまとめてオフィス東日本株式会社、KDDIまとめてオフィス中部株式会
社、KDDIまとめてオフィス関西株式会社、KDDIまとめてオフィス西日本株式会社、沖縄セルラー電話株式会社、株式会社KDDIエボルバ、日本通信エンジニアリングサービス株式会社、
中部テレコミュニケーション株式会社、国際ケーブル・シップ株式会社、TELEHOUSE International Corp. of Europe Ltd.（UK）、 TELEHOUSE International Corp. of Europe Ltd.

（France）、TELEHOUSE International Corp. of America.（US）、TELEHOUSE Deutschland GmbH（Frankfurt）、HKCOLO.NET LTD.（香港）、TELEHOUSE Beijing Co., Ltd.
（北京）、TELEHOUSE BEIJING BDA Co., Ltd.（北京）、TELEHOUSE Shanghai Co., Ltd.（上海）、KDDI Korea Corporation（ソウル）、KDDI Singapore Pte Ltd.（シンガポール）、
TELEHOUSE International Corp. of Vietnam（ハノイ）

注2　 CO2排出量算出について、電気事業者別排出係数を使用        

1.環境保全効果（物量） 指標の分類（単位） 2014年度 2015年度 対前年度増減額

（1） 事業エリア内に 
対応する効果

1） 事業活動に投入する資源に関す
る効果

電気消費量（MWh） 2,296,470 2,438,952 142,482
紙消費量（t） 13,469 12,047 △1,423
WEB de 請求書効果によ
る紙削減量（t） 3,665 3,834 169

2） 事業活動から排出する環境負荷
および廃棄物に関する効果

温室効果ガス排出量
（t-CO2）（注2） 1,298,422 2,376,524 1,078,102

通信設備、建築物関連産業
廃棄物排出量（t） 7,556 5,298 △2,258

（2） 上・下流コストに対応する 
効果

事業活動から産出する財・サービス
に関する効果

使用済み携帯電話など
回収数（万個） 424 348 △77

2.環境保全対策にともなう経済効果
（貨幣） 実質的効果（主な効果の内容） 2014年度

（百万円）
2015年度
（百万円） 対前年度増減額

収益 通信設備、建築物の撤去にともなう売却収入など 566 333 △233
費用削減 低公害車の導入による燃料費の削減など 10 12 2

撤去通信設備のリユースによる新規購入費用の節減 2,361 3,879 1,519
合計 2,936 4,224 1,288
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環境データ

事業活動と環境への影響

投入エネルギーの大部分は通信設備用の電力です。重油、軽油、灯油など
の燃料は非常用発電設備の試験運転時に投入されます。水消費のほとんど
はオフィスなどの日常生活で発生しています。温室効果ガス排出量につい
ては、スコープ1、スコープ2、スコープ3（全項目）の3つの領域において算
定し、第三者検証を受けました。

2015年度の事業活動と環境への影響（対象範囲 KDDI単体）

注1　通信設備の空調および非常用発電装置に使用
注2　 CO2排出量算出について、電力消費量は換算係数0.555kg-CO2/kWhを、燃料消費量は「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）にもとづく温室効果ガスの産出・報告・公表制度に

おいて適用される排出係数を使用
注3　 CO2排出量算出について、環境省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス算出に関する算定基本ガイドラインの概要」に記載されている排出係数を使用

活動・実績

投入

排出

投入

納入

排出
排出

使用済み携帯電話、
古紙等の回収再資源化

使用

販売

● 産業廃棄物 1,399 t

● スコープ１温室効果ガス排出量（CO2 換算 )（注2）
　 通信設備用燃料 5,344 t

● スコープ２温室効果ガス排出量（CO2 換算 )（注2）
　 通信設備用電力 1,064,909 t
　 オフィス消費電力 11,300 t● 産業廃棄物

● スコープ 3温室効果ガス排出量（CO2 換算 )（注3）
　 サプライチェーン排出量  4,425,098 t

製造メーカー 通信設備 オフィス お客さま

リサイクル

● 電力消費量 1,939,115 MWh
　 通信設備 1,918,756 MWh
　 オフィス 20,360 MWh

● 紙消費量 11,853 t
● 水消費量 2,159 千m3

● 燃料消費量 258 kℓ（注１）
　 重油 122 kℓ
　 軽油 22 kℓ
　 灯油 115 kℓ

● 携帯電話の回収数
　 本体 141 万台
　 電池 143 万個
　 充電器 65 万台
● 古紙等の回収量
 1,695 t

● 資源
● エネルギー ● 電力
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環境データ

環境負荷データ（KDDI単体）

活動・実績

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
温室効果ガス排出量（CO2 換算 単位：ｔ）（注） 5,210,981 5,820,666 5,784,851 5,506,651
電力消費量（単位：ＭＷｈ） 1,885,703 1,686,480 1,873,293 1,939,115
加入者あたりの電力消費量（単位：ＭＷｈ） 464.7 385.4 398.9 390.4
燃料消費量（単位：kℓ） 308 260 254 258
紙消費量（単位：ｔ） 17,924.0 43,429.2 13,303 11,853
水消費量（単位：千ｍ3） 1,638 1,864 2,206 2,159
産業廃棄物排出量（単位：ｔ） 1,401.1 1,445.7 1,283 1,399

KDDIにおける携帯電話
などの回収数（単位：万台）

携帯電話本体 181 154 163 141
電池 182 161 182 143
充電器 83 72 79 65

古紙等のリサイクル回収実績（単位：ｔ） 2,394 2,235 2,531 1,695
設備系センターのエネルギー使用量（単位：MWｈ）  685,885  664,798  747,016  779,504

注　 CO2排出量算出について、電力消費量は換算係数0.555kg-CO2/kWhを、燃料消費量は「地球温暖化対策の推進に関する法律」（温対法）
にもとづく温室効果ガスの算出・報告・公表制度において適用される排出係数を使用

水消費量

温室効果ガス排出量

設備系センターのエネルギー使用量

KDDIにおける携帯電話などの回収数

電力消費量および加入者あたりの電力消費量
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サプライチェーンへの働きかけ

スコープ1、2、3への対応

KDDIは、製品やサービスの製造、使用、廃棄・リサイクル(注1)にいたるすべ
ての段階を通して排出されるCO2排出量を算出することで、環境負荷を評
価するLCA(ライフサイクルアセスメント)に定期的に取り組み、環境負荷の
定量的な把握・開示に努めています。近年、事業者のサプライチェーン排出
量の見える化(把握、管理や情報開示)の動きが活発化しており、その必要
性から、ガイドライン(注2)が制定されています。これらの各種ガイドラインに
もとづき、2012年度分より、サプライチェーンの温室効果ガス排出量を算
出しています。2015年度の事業活動においては、温室効果ガス排出量（ス
コープ1、2、3）全体に占めるスコープ3の割合は80.36％、各カテゴリー別
では、前年度に比べて減少はしていますが、引き続きカテゴリー1とカテゴ
リー2の排出量が占める割合が大きくなっています。今後も重要なカテゴリ
ーとして継続的に分析を行い、排出量削減への取り組みを推進していきま
す。スコープ1、2の算定結果については、ロイド レジスター クオリティ ア
シュアランス リミテッドによる独立した第三者保証を受けています。
また、スコープ3の算定結果については、信頼性向上のために株式会社早
稲田環境研究所による第三者検証を受けました。
今後もスコープ1,2,3のCO2排出量を把握し、環境負荷低減に取り組んで
いきます。

注1　廃棄・リサイクル時の環境負荷は、製造時の環境負荷に含む
注2　グリーン・バリューチェーンプラットフォーム

CO2排出量と全体に占める割合

カテゴリーごとCO2排出比率 (2015年度)

活動・実績

カテゴリー
2012年度 2013年度 2014年度 201５年度

CO2排出量 ％ CO2排出量 ％ CO2排出量 ％ CO2排出量 ％

スコープ1 直接排出 2,857 0.05 3,505 0.06 4,680 0.08 5,344 0.10
スコープ2 エネルギー起源の間接排出 1,046,565 20.08 935,996 16.08 1,039,677 17.97 1,076,209 19.54

スコープ3

カテゴリー1 購入した製品・サービス 2,733,364 52.45 3,343,506 57.44 3,306,863 57.16 3,236,999 58.78
カテゴリー2 資本財 952,799 18.28 1,093,184 18.78 1,053,203 18.21 776,711 14.10

カテゴリー3 スコープ1、2に含まれない燃料
およびエネルギー関連活動 34,439 0.66 31,480 0.54 34,967 0.60 35,379 0.64

カテゴリー4 輸送、配送（上流） 8,261 0.16 4,994 0.09 7,003 0.12 7,370 0.13
カテゴリー5 事業から出る廃棄物 921 0.02 588 0.01 500 0.01 681 0.01
カテゴリー6 出張 5,154 0.10 5,080 0.09 4,590 0.08 4,831 0.09
カテゴリー7 雇用者の通勤 3,497 0.07 2,671 0.05 5,031 0.09 4,574 0.08
カテゴリー8 リース資産（上流） 1,751 0.03 1,519 0.03 1,367 0.02 1,309 0.02
カテゴリー9 輸送、配送（下流） 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
カテゴリー10 販売した製品の加工 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
カテゴリー11 販売した製品の使用 419,922 8.06 397,324 6.83 325,364 5.62 356,359 6.47
カテゴリー12 販売した製品の廃棄 1,451 0.03 819 0.01 1,606 0.03 886 0.02
カテゴリー13 リース資産（下流） 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
カテゴリー14 フランチャイズ 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00
カテゴリー15 投資 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00

4,161,559 79.86 4,881,165 83.86 4,740,493 81.95 4,425,098 80.36
TOTAL 5,210,981 100.00 5,820,666 100.00 5,784,851 100.00 5,506,651 100.00

注　 CO2排出量算出について、電力消費量は換算係数0.555kg-CO2KWhを、燃料消費量は「地球温暖化対策の推進に関する法律」(温対法)
にもとづく温室効果ガスの算出･報告･公表制度において適用される排出係数を使用

スコープ２  19.54%

スコープ1  0.10%

カテゴリー2  14.10%

カテゴリー3  0.64%

カテゴリー4  0.13%
カテゴリー5  0.01%
カテゴリー6  0.09%

カテゴリー12  0.02%

カテゴリー8  0.02%
カテゴリー7  0.08%

カテゴリー1１  6.47%

カテゴリー1
58.78%

スコープ3
80.36%

スコープ1、2　2014年度温室効果ガス排出量
保証声明書
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スコープ3 温室効果ガス排出量検証報告書
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サプライチェーンへの働きかけ

LCA（ライフサイクルアセスメント）の取り組み

KDDIは、製品やサービスの製造、使用、廃棄・リサイクル（注）にいたるすべて
の段階を通して排出されるCO2排出量を算出することで環境負荷を評価
するLCA(ライフサイクルアセスメント)に取り組み、環境負荷の定量的な把
握・開示に努めています。
2008年度、2012年度に引き続き、2015年度も「auひかり」および「au」の
LCAに取り組みました。（株式会社KDDI総研算出）
｢auひかり」の環境負荷は、PCの製造価額や消費電力、ネットワークの設備
更改の影響により微増しました。また、｢au」の環境負荷は基地局の小型省
電力化推進にともない使用時の負荷が減少した一方、スマートフォンの普
及にともない製造時の負荷が増加し、全体としては微増となりました。今後
も、同サービスのLCAに定期的に取り組む予定です。

注　廃棄、リサイクル時の環境負荷は、製造時の環境負荷に含む グリーン調達の推進

KDDIは、2010年4月、さらなる環境配慮製品の購入を推進するため
「KDDIグリーン調達ガイドライン」を策定し、省エネルギー性能の高い事
業用設備（通信機器、空調、電源設備）を調達しています。本ガイドラインで
は29種の機器について基準を設定、うち15種の機器については「ICT分
野におけるエコロジーガイドライン協議会」が規定するガイドラインに準
拠、14種の機器については、国内外の公的基準（トップランナー基準、ATIS

［米］、CoC［欧州］など）を参考にKDDI独自の基準を設定しています。
また2015年度には、お取引先さまに対して「CSR調達アンケート」を実施、
ほぼ100％のお取引先さまから回答を得ました。

活動・実績

体制
KDDIグリーン調達ガイドライン

auひかりの環境負荷

auの環境負荷

サプライヤーとの協働

KDDIは、環境負荷の軽減を目指し基地局のさらなる軽量化および省電力
化などに取り組んでいます。201４年度にはサプライヤーである基地局設備
納入業者との協働により、重量および消費電力量の少ない設備の開発を行い

（従来型の基地局設備と比較し、重量で約45%、消費電力量で約22%の削
減）、2015年度は当設備の導入を引き続き進めることで環境負荷の軽減に
取り組んでいます。
今後も、サプライヤーへの働きかけを推進するなど、サプライヤーとともに
環境負荷低減への取り組みを行っていきます。
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方針・体制

地球環境の保全
ICT分野におけるエコロジーガイドライン協議会への参画
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http://media3.kddi.com/extlib/files/corporate/csr/activity/kankyo/katsudou/green/pdf/green.pdf
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低炭素社会

ICTでGreen (Green by ICT)

■ 環境エコラベル対象サービスの提供
環境エコラベルとは、KDDIが提供するICTサ
ービスの利用により、お客さまや社会の環境
負荷低減（二酸化炭素排出量削減）に寄与す
るサービスに付与します。
環境エコラベル対象サービスには、KDDIエ
コマークを表示します。

〈KDDIクラウドプラットフォームサービス〉
KDDIは、2012年7月より「KDDIクラウドプラットフォームサービス」を提供
しています。
このサービスでは、プラットフォームの保守・運用はKDDIが行い、サーバ増
減時もお客さまの事務所などからリモートで操作できるため、お客さまが
データセンターに移動する必要がありません。
さらに、お客さまご自身で導入、運用、保守するサーバ（オンプレミス環境）
をクラウド上の「KDDIクラウドプラットフォームサービス」に移行することに
より、お客さま自身に発生していたCO2を削減することが可能です。「KDDI
クラウドプラットフォームサービス」では、通信事業者ならではのスケールメ
リットを生かしたサーバ運用を行っており、お客さまが個々に運用される場
合に比べて、1サーバあたりの年間CO2排出量を約38％削減することがで
きます。

評価結果

※TELEHOUSE OSAKA 2の設計値にて試算
温室効果ガス排出量
１ラックあたり20.1t-CO2/年の削減（△21%）

〈第三者検証について〉
環境エコラベル対象サービスの環境負荷低減量（二酸化炭素排出削減量） 
を算出するにあたっては、信頼性向上のため、株式会社早稲田環境研究所
による第三者検証を受けています。

検証結果

温室効果ガス排出量
１サーバあたり2.9t-CO2/年の削減（△38％）

〈データセンターサービス「TELEHOUSE」〉
KDDIが提供する「TELEHOUSE」では、高い電力供給能力を備え、高効率
かつ高信頼の電源設備や省電力の空調設備、LED照明や風力・太陽光を利
用した街路灯の導入など、最新の省エネルギー設備の導入により、消費電
力の削減、低PUEを実現し、従来のデータセンターと比較して、大幅なCO2

削減に取り組んでいます。

株式会社早稲田環境研究所による
第三者検証

KDDIクラウドプラットフォームサービス

活動・実績

データセンターサービス「TELEHOUSE」

設備
年間CO2排出量（kg-CO2/年）

オンプレミス KDDIクラウドプラット
フォームサービス 削減量

リモートワーク環境の整備 276.6 172.9 △ 103.7
統合監視＆予兆検知機能導入に
よる作業精度のアップ 368.8 230.5 △ 138.3

物理的な筐体数の削減 6,994.4 4,367.1 △2,627.4
エアロフローの設計簡素化 125.6 78.5 △ 47.1
高効率バッテリ採用 0.5 0.3 △ 0.2
EnergyStar準拠製品採用 0.8 0.5 △ 0.3
LowLossケーブルの採用 0.3 0.2 △ 0.1
合計 7,767.0 4,850.0 △2,917.0

従来のデータセンター TELEHOUSE

ICT機器用空調機 ICT機器用空調機 ICT機器用空調機
（温度設定最適化）

室内照明 蛍光灯 高効率照明器具LED照明
人感センサー 通常は手動消灯 人感センサー
建物外街路灯 蛍光灯 風力・太陽光利用

設備 年間CO2排出量（t-CO2/ラック）
従来型データセンター TELEHOUSE 削減量

空調設備 40.2 20.1 △20.1
室内照明 0.1 0.1 △ 0.0
IT機器 54.3 54.3 △ 0.0
合計 94.6 74.5 △20.1

※1　2010年度グリーンIT推進協議会測定値
※2　TELEHOUSE OSAKA 2の設計値

http://www.kddi.com/business/data-center-server/data-center/
http://www.kddi.com/business/cloud/iaas-paas-daas/cloud-platform/
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低炭素社会

ICTのGreen (Green of ICT)

■  基地局における消費電力低減と災
害対策の取り組み

全国を高い密度でカバーするau携帯
電話の基地局は、KDDIが消費する総
電力量の約60%を占めており、基地局
での消費電力の低減は、取り組むべき
優先課題のひとつとなっています。ま
た、2011年3 月に発生した東日本大
震災で停波した基地局のうち77%(東
北6県: 2011年3月12日時点)が停電
によるものであったことからも、災害
対策として、停電に対する取り組みも
喫緊の課題です。
これらの課題に対し、KDDIは「トライブリッド基地局」と「基地局バッテリー
の24時間化」により、環境負荷低減と災害対策を両立させる取り組みとし
て推進してきました。
トライブリッド基地局とは、時間帯や天候の変化によって「3つの電力」を使
い分けるトライブリッド方式電力制御技術を採用した基地局です。通常の
商用電力に加え、太陽光パネルによる発電、深夜電力により蓄電池に充電
された電力を時間ごとに効率よく供給する電力制御技術です。トライブリッ
ド基地局は通常の基地局に比べ、年間でCO2排出量を最大約30%削減で
きることが実証されており、2016年3月末現在、全国に100局設置されて
います。
また、基地局バッテリーの24時間化は、停電時のバックアップとして、都道
府県庁や市町村役場、1日あたりの乗客数が10万人以上の主要駅を中心
に整備し、2016年3月末現在、全国約2,200局に拡大しています。今後は
環境負荷削減の効果を測りながら設置を検討していきます。

■  再生可能エネルギー（自社利用）
KDDIは、さらなる省エネ化やCO2排出量削減を実現するため、大型通信局 

（山口技術保守センター、小山第二ネットワークセンター、東京技術センタ
ーなど）で使用する電力の一部を、また北海道、青森など6つの携帯電話基
地局で使用するほぼすべての電力を、太陽光などからの自然エネルギーで
まかなっています。
また、トライブリッド基地局（通常の商用電力、太陽光パネルによる発電、深
夜電力により蓄電池に充電された電力の「3つの電力」を時間帯や天候の
変化によって効率よく供給するトライブリッド方式電力制御技術を採用した
基地局）を日本全国100ヵ所に設置し、自然エネルギーの活用を進めてい 
ます。
自然エネルギーの発電量は、トライブリッド基地局1ヵ所につき、約
4.2kWh/日（注）となっており、1ヵ所で使用する電力の約18％を占めます。
さらに深夜電力の活用などにより、20％から30%のCO2排出量の削減（注）

を見込んでいます。

トライブリッド基地局の高度化検討については、動画でご覧いただけます。

「トライブリッド基地局の高度化検討」(社内プロジェクト名) は、「容量可変
光ネットワーク制御方式に関する研究開発」、「震災時を想定した障害推定と
レストレーションプラン解析・算定技術の研究開発」などとともに、総務省平
成23年度補正予算委託研究「大規模災害においても通信を確保する耐災
害ネットワーク管理制御技術の研究開発」の一部として研究開発したもの
です。

■  可搬型蓄電池
KDDIは、2013年度より携帯電話基地
局の停電対応に、これまでの移動電源
車の代替として、より環境負荷の少な
い可搬型蓄電池を全国5ヵ所の保守拠
点に導入し利活用しています。
2012年度に行った可搬型蓄電池のト
ライアル試験では、基地局停電時間を
約10時間、無線機の消費電力を1kW
とした場合、移動電源車では、8.2リッ
トル/回(CO2排出量:21.5kg) の軽油
消費に対し、可搬型蓄電池の場合は、
10kWh/回 (CO2排出量: 4.1kg)の電力消費でした。この差分17.4kgの
CO2排出量が1回あたりの効果となり、移動電源車を使用した場合と比較
すると約80%のCO2排出量を削減することが見込まれます。KDDIでは、今
後の基地局増加に備え、可搬型蓄電池の導入数の拡大を図り、CO2排出量
の削減に向けた取り組みを継続していきます。

トライブリッド基地局

震災時を想定した有限ネットワーク資源適応的活用技術に
関する研究開発〈災害適応型の高効率な通信設備稼働技術の研究開発〉

活動・実績

可搬型蓄電池

注　 太陽電池を6枚置いた実験局の晴天時による平均の発電予測であり、設置時の当社調べ
値を含む

自然エネルギーを採用する大型通信局

https://youtu.be/Wye8EhnJf0s
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低炭素社会
■  再生可能エネルギー（事業）
KDDIは2013年11月18日よりCO2排出量削減への寄与を目的として太
陽光発電事業を開始しました。国内3ヵ所の自社保有地の一部に太陽光発
電設備を建設、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」にもとづき、
発電した電力を電力会社に販売します。2013年度、2014年度、2015年
度の総発電量（総販売発電量）はそれぞれ3,034MWh、14,403MWh、
13,674MWhです。また、2016年度を目途に、年間約3,000MWhを発電
できる太陽光設備を増設する予定です。

■  廃熱利用によるロードヒーティング設備
KDDIの札幌テクニカルセンター（北海道ビル）では、通信機械室で発生し
た廃熱を再利用し、蓄熱温水を利用したロードヒーティングシステムにする
ことでCO2削減に貢献しています（通常ロードヒーティングシステムの燃料
には、灯油、天然ガスなどを使用）。ロードヒーティングとは、冬期に道路や
歩道に積もった雪や氷を溶かすために、地面に埋設したパイプに温水を循
環させ、路面の温度を上げる融雪設備です。当該設備は歩行者の転倒防止
などにも貢献しています。

ロードヒーティング設備

太陽光発電設備設置場所 運転開始 敷地面積 発電容量

KDDI小山ネットワークセンター
(栃木県小山市)

2014年
2月26日 約41,000m2 約3,500kW

KDDI八俣送信所隣接地
(茨城県古河市)

2014年
1月24日 約57,000m2 約3,300kW

旧北浦受信所跡地
(茨城県行方市)

2013年
11月18日 約78,000m2 約2,000kW

活動・実績

ICTでGreen（Green by ICT）

■  M2M/IoTを活用した環境モニタリング
「KDDI M2Mクラウドサービス」は、セキュアな環境下でセンサーからのデ
ータ収集・蓄積、データのレポート表示といった、M2M/IoTをビジネスで活
用する際に必要な機能をワンストップでご利用いただけるクラウドサービ
スです。例えば、温度や湿度を計測可能なセンサーを使い、お客さまのオフ
ィスや店舗に設置いただくことで、温度や湿度の記録、利用状況を可視化す
ることにより、空調の省エネや最適化の計画にご活用いただけます。
KDDIはM2M/IoTに関するサービス提供を通じて、お客さまの業務効率
化に貢献するとともに、クラウドによるIT資源の集約、共同利用での省エネ、
省資源に寄与するなど、今後もICTを通じてお客さまの課題解決と社会の
環境負荷低減の双方に貢献していきます。
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循環型社会

ICTのGreen（Green of ICT）

■ 通信設備のリユース・リサイクル
KDDIは、撤去した通信設備を再生させて有効に利用するリユース活動と、
やむを得ず不要となった装置や部材を資源として有効活用するマテリアル
リサイクルを実施しています。
2015年度は、試験環境で使用する交換局に設置されている、経年劣化で
不要となった蓄電池をマテリアルリサイクルに回し、資源の有効活用を行
いました。今後も、基地局など通信設備の定常的な改廃にともなう撤去時
には積極的にリユース・リサイクルに努めます。

ICTでGreen（Green by ICT）

■ 紙の削減
スマートフォンへの取扱説明書アプリなどの導入により、au携帯電話の取
扱説明書はスリム化が図られています。あわせてau携帯電話の個装箱の
小型化にも取り組んでいます。
今後は、紙媒体の一層の縮減とともに、取扱説明書アプリの拡充により、環
境にやさしいユーザビリティの向上を図っていきます。

不要となった蓄電池

左から、歴代の取扱説明書
右が最新

活動・実績 活動・実績

auショップにおける紙資源リサイクル
Page_87
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循環型社会

■  auショップにおける紙資源リサイクル
全国のauショップでは、｢チラシ」｢パンフレット」｢段ボール」類のあらゆる
種類の紙資源をリサイクルする活動に取り組んでいます。2015年度は約
1,695tの紙資源をリサイクルし、回収した紙資源を再生紙として、新たな印
刷物に活用しています。

携帯電話のリサイクルの基本的な流れ

お客さま・社員とGreen（Green Road Project）

■ 携帯電話リサイクルの推進
auショップでお客さまから回収した使用済み携帯電話は、セキュリティの施
された室内で、手作業によって、基板、液晶、カメラ、プラスチック、ネジ、鉄、
アンテナ、モーター、スピーカーなどに分解します。基板から金、銀、銅、パラ
ジウムなどが採取され、ネジやアンテナは鉄製品に、プラスチックはプラス
チック製品にそれぞれリサイクルされます。携帯電話を機械で分解した場
合、焼却処理によりプラスチック類は再資源化されず燃焼します。また、再
資源化は、新たに、石油、鉄、金、銀、銅などの鉱物資源を採掘・精製する必要
がなくなり、採掘・精製の際に発生する二酸化炭素を抑制する効果がありま
す。そのためKDDIでは、できる限り無駄なく再資源化を行うためにすべて
の分解を手作業で行うことを徹底しています。

2015年度の再資源化率

活動・実績

99.8％

auショップ検索

http://cs-ez2.au.kddi.com/auShopOut/
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生物多様性

ICTでGreen (Green by ICT)

■  基地局設置における生物多様性への配慮
KDDIは、基地局の建設では、省エネ化とともに生物多様性への配慮にも注
視しています。例えば、オオタカやコウノトリの営巣・産卵期と建設時期が重
なる時は、自治体や環境保護団体と協議して建設を遅らせたり、希少な植
物が生息している場合は環境省の指導で移植や植林をするなどの対応を
行っています。さらに、競走馬や乳牛などが工事の音で出産・種付け・搾乳な
どに影響が出ないよう、杭打ちの打撃音がしない工法を選択します。基地
局建設の必要性をご理解いただきながらも環境影響を最小にするため、自
治体や近隣の方々との信頼関係を第一義に取り組んでいます。

■  絶滅危惧種「野生のカワイルカ」の生態調査
KDDI研究所は、大陸間をつなぐ海底ケーブルの保守点検用の海中ロボッ
トで培った音響技術を生かし、東京大学生産技術研究所、九州工業大学、イ
ンド工科大学デリー校、WWFインディアと共同で、ガンジスカワイルカの
生態観測を行っています。
ガンジスカワイルカは、ガンジス河流域に生息するイルカで、その数は約
2,000頭と絶滅が危惧されています。濁った水中に住む彼らは、周囲の環
境を把握するためにクリック音と呼ばれる高い周波数帯の超音波を発して
います。この超音波を水中マイクロフォンでキャッチすることで、水中行動
を把握することが調査の狙いです。この観測方法は、イルカ側から発せられ
る超音波を聞くだけで、身体に触れる必要がないためイルカの生態に影響
を与えることなく、不特定多数の個体の観測ができるなどのメリットがあり
ます。
2015年度には、生物多様性保全に貢献している取り組みとして、第25回地
球環境大賞「フジサンケイグループ賞」を受賞しました。

また、インドネシア ボルネオ島 マハカム河では、水上家屋にも同様の音響
観測装置を設置して、カワゴンドウの行動調査を行い、増加する水上交通が
イルカに与える影響の評価をしています。
河に生息するイルカは各地で絶滅の危機にひんしており、今後も継続して
調査を進めていきます。

お客さま・社員とGreen (Green Road Project)

■  従業員の環境保全活動
KDDIは、2015年度も全国各地で環境保全活動を実施しました。山、川、海
など各地のフィールドにあわせて、従業員とその家族らがボランティア参加
しました。
高尾山（東京都八王子市）では、2014年度に引き続き東京都立工芸高等学
校の生徒の皆さんと産学連携の活動を行いました。一緒に間伐したヒノキ
材を有効活用し、生徒の皆さんがベンチを製作し、活動地近くの老人ホー
ムなどに寄贈しました。

活動・実績

活動・実績

北海道
樽前山麓植林ボランティア

支笏湖畔下草刈りボランティア

北海道
釧路湿原清掃ボランティア

宮城
かじか村森林保全ボランティア

山梨
富士山シカ食害対策ボランティア

東京
高尾山環境保全ボランティア

愛知
表浜海岸清掃ボランティア

石川
クリーン・ビーチいしかわ2015ボランティア

富山
緑の里山保全森づくりボランティア

京都
天王山森林保全ボランティア

広島
ひろしまの森林づくりフォーラム

植樹ボランティア

鳥取
大山秋の一斉清掃ボランティア

徳島
大浜海岸クリーンビーチ2015ボランティア

香川
尾の瀬山植林ボランティア

愛媛
内子の森づくりボランティア

福岡
パッチワークの森づくり

ボランティア




